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保育士の処遇改善と人材確保の推進等に係る要望 

  

 埼玉県における福祉保健行政の推進につきまして、日頃より格段の御指導及び

御協力を賜り深くお礼申し上げます。  

埼玉県では、「日本一暮らしやすい埼玉」の実現に向けて待機児童対策に取り

組んでおり、保育士の確保が喫緊の課題となっておりますが、埼玉県の保育士の

給与水準が近隣都県と比較して低く、保育人材の確保に大きな支障をきたして

おります。 

また、物価高騰によって県内の保育所や放課後児童クラブ等の運営にも影響

を及ぼしており、このような状況が続いた場合、サービスの低下につながりかね

ません。 

こどもたちが将来にわたって幸せな生活ができる「こどもまんなか社会」を実

現するため、こどもたちの健やかな成長を支えるための環境整備は今後ますま

す重要となっております。 

つきましては、下記の要望事項について、特段の御支援、御協力を賜りますよ

うお願い申し上げます。 

 

記 

 

１ 保育士の処遇改善と人材確保の推進 

 ⑴ 現状・課題等 

   保育士の人材確保を図るためには、保育士の処遇改善が重要であり、保

育士給与の原資となる公定価格を適切な水準に設定する必要がある。公定

価格の地域区分は、東京都特別区と隣接する県内市との間で大きな差が生



じているなど、地域の実情を十分に反映しておらず、本県の保育人材の確

保に支障をきたしている。 

 ⑵ 要望事項 

   保育士給与の原資となる公定価格を適切な水準に設定すること。また、

隣接する市区町村の間で公定価格に大きな差が生じないよう、地域区分は

公務員の地域手当の区分だけでなく平均所得や公示価格など他の客観的

指標も考慮し、地域の実情を十分に反映すること。 

 

２ 保育料の完全無償化の早期実現 

 ⑴ 現状・課題等 

   保育料は国が定める上限額の範囲内で、保護者の所得に応じて各市町村

が徴収額を定めている。 

   令和元年10月に３歳児から５歳児までの保育料が無償化されているが、

０歳児から２歳児については無償化されていないため、子育て世帯から保

育料の負担軽減を求める声がある。 

   保育料の無償化は、全国どこに居住していても同様のニーズがあるが、

一部の自治体においては、独自の保育料補助事業を実施しており、地域ご

とに差が生じている。 

 ⑵ 要望事項 

   所得に関係なく、誰もが良質な保育等サービスを受けられるよう、０歳 

  児から２歳児の保育料の完全無償化を早期に実現すること。 

 

３ 保育所や放課後児童クラブ等に係る物価高騰への対応 

 ⑴ 現状・課題等 

   保育所や放課後児童クラブ等の運営費は公定価格や国庫補助基準額で

定められており、物価高騰により利用者に価格転嫁することが難しい。 

   物価高騰が続く中、保育所や放課後児童クラブ等のサービスの低下を招

くことなく安定した運営が図られるためには、諸物価の価格高騰分が公定

価格や補助基準額に適切に反映される必要があるが、現状は十分とはいえ

ない状況にある。 



 ⑵ 要望事項 

   保育所や放課後児童クラブ等の安定的な運営を図るため、諸物価の価格

高騰分を公定価格や補助基準額にしっかりと反映すること。 

 

４ こども等に対する公費負担医療制度の創設 

 ⑴ 現状・課題等 

   こども、重度心身障害児（者）、ひとり親家庭等に対する医療費助成は全

都道府県で実施されており、子育て環境の充実や、社会的に弱い立場にあ

る人の支援に大きな役割を果たしているが、現在の医療費助成は地方単独

事業であるため、各都道府県で受給者の基準や受給内容が異なっており、

制度に不均衡が生じている。 

 ⑵ 要望事項 

   こども、重度心身障害児（者）、ひとり親家庭等が安心して医療を受けら

れるよう、全国一律の福祉医療費助成制度を早急に創設すること。 

 


